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第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

提出会社の経営指標等

　

回次
第７期 
第１四半期

累計（会計）期間

第８期 
第１四半期

累計（会計）期間
第７期

会計期間
自 平成21年４月１日 
至 平成21年６月30日

自 平成22年４月１日 
至 平成22年６月30日

自  平成21年４月１日
至  平成22年３月31日

営業収益 (千円) 961,165 1,323,889 3,594,648

経常利益 (千円) 12,821 226,444 81,896

四半期(当期)純利益 (千円) 3,597 114,939 39,063

持分法を適用した場合の投資利益 (千円) ― ― ―

資本金 (千円) 1,364,875 1,364,875 1,364,875

発行済株式総数 (株) 8,300,000 8,300,000 8,300,000

純資産額 (千円) 4,808,377 4,925,551 4,843,843

総資産額 (千円) 16,584,565 21,230,919 18,171,047

１株当たり純資産額 (円) 579.32 593.45 583.60

１株当たり四半期(当期)純利益金額 (円) 0.43 13.85 4.71

潜在株式調整後１株当たり四半期
(当期)純利益金額

(円) ― ― ―

１株当たり配当額 (円) ― ― 4

自己資本比率 (％) 29.0 23.2 26.7

営業活動による
キャッシュ・フロー

(千円) 203,390 1,677,703 508,651

投資活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △89,890 △67,261 △317,265

財務活動による
キャッシュ・フロー

(千円) △165,103 △65,515 △332,317

現金及び現金同等物の四半期末
(期末)残高

(千円) 2,925,201 4,380,799 2,835,873

従業員数 (名) 68 68 69

(注) １　営業収益には、消費税等は含まれていません。

２　当社は、関連会社を有していないため、持分法を適用した場合の投資利益については記載していません。

３　潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。
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２ 【事業の内容】

当第１四半期会計期間において、当社において営まれている事業の内容に重要な変更はありません。

　また、主要な関係会社についても異動はありません。

　

３ 【関係会社の状況】

当第１四半期会計期間において、重要な関係会社の異動はありません。

　

４ 【従業員の状況】

　平成22年６月30日現在

従業員数(名) 68(６)

(注) １　従業員数には、他社から当社への出向者を含めています。

 ２　従業員数欄の(外書)は、派遣社員およびパートタイマーの当第１四半期会計期間の平均雇用人員です。
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第２ 【事業の状況】

１ 【業務の状況】

(1) 営業収益

営業収益の推移は、次のとおりです。

(単位：千円)

区分
前第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

前年同四半期
比（％）

営業収益 　 　 　

　・外国為替取引事業収益 　 　 　

　　　外国為替取引損益 949,733 1,269,014+33.6

　　　手数料収入 7 38,864 ─

　　　その他のデリバティブ取引損益 ─ 596 ─

　　　その他(受取利息) 5,089 5,406 +6.2

　・外国為替取引関連サービス事業収益 　 　 　

　　　その他(システム貸与料等) 6,335 10,007 +58.0

合計 961,165 1,323,889+37.7

(注)　上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

(2) 外国為替取引における通貨別取引高

通貨別取引高の推移は、次のとおりです。

区分
前第１四半期会計期間
(自　平成21年４月１日
至　平成21年６月30日)

当第１四半期会計期間
(自　平成22年４月１日
至　平成22年６月30日)

前年同四半期比(％)

米ドル/円(単位：万米ドル)
1,069,387 2,363,927 +121.1

(819,112)　 　

ユーロ/円(単位：万ユーロ)
1,948,841 3,308,779 +69.8

(1,601,557)　 　

ポンド/円(単位：万ポンド)
766,863 2,552,528 +232.9

(507,437)　 　

豪ドル/円(単位：万豪ドル)
367,780 1,228,606 +234.1

(247,965)　 　

NZドル/円(単位：万NZドル)
62,202 81,095 +30.4

(39,828)　 　

加ドル/円(単位：万加ドル)
14,603 88,178 +503.8

(9,442)　 　

スイスフラン/円(単位：万フラン)
8,192 18,162 +121.7

(5,768)　 　

シンガポールドル/円(単位：万SGドル)
2,118 2,109 △0.4

(1,384)　 　

香港ドル/円(単位：万香港ドル)
2,061 1,247 △39.5

(1,620)　 　

南アランド/円(単位：万ランド)
29,646 50,890 +71.7

(20,738)　 　

ユーロ/米ドル(単位：万ユーロ)
131,213 378,669 +188.6

(125,853)　 　

ポンド/米ドル(単位：万ポンド)
230,700 124,874 △45.9

(224,778)　 　

豪ドル/米ドル(単位：万豪ドル)
22,733 35,516 +56.2

(22,733)　 　

ユーロ/ポンド(単位：万ユーロ)
14,122 21,045 +49.0

(14,122)　 　

(注)　外国為替取引高には外国為替取引システムのASP提供先との取引を含み、銀行等カバー先との取引は含まれてい

ません。なお、前第１四半期会計期間における(内書)は、ASP提供先との取引を含まない実績です。
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(3) 自己資本規制比率

自己資本規制比率の推移は、次のとおりです。

(単位：千円)

区分
前事業年度末

(平成22年３月31日)
当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

基本的項目　　　　　　　　　　　　　　　　　 (Ａ) 4,843,843 4,925,551

補完的項目　　　　　　　　　　　　　　　　　 (Ｂ) － －

　 その他有価証券評価差額金(評価益)等 　 － －

　 金融先物取引責任準備金等 　 － －

　 一般貸倒引当金 　 － －

　 長期劣後債務 　 － －

　 短期劣後債務 　 － －

控除資産　　　　　　　　　　　　　　　　　　 (Ｃ) 1,277,805 1,587,215

固定化されていない自己資本
(Ａ)+(Ｂ)-(Ｃ)　  

(Ｄ) 3,566,038 3,338,335

リスク相当額　(Ｆ)+(Ｇ)+(Ｈ)　　　　　　 　 (Ｅ) 841,055 815,461

　 市場リスク相当額 (Ｆ) 1,609 2,932

　 取引先リスク相当額 (Ｇ) 9,198 5,266

　 基礎的リスク相当額 (Ｈ) 830,247 807,262

自己資本規制比率　(Ｄ)／(Ｅ)×100 　 423.9％ 409.3％

　

(4) 外国為替保証金取引における口座数および預り保証金残高

口座数および預り保証金残高の推移は、次のとおりです。

区分
前事業年度末

(平成22年３月31日)
当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末比
(％)

総口座数 84,089 90,352 +7.4

　(内稼動口座数) (26,723) (28,442) (+6.4)

預り保証金(千円) 11,512,872 11,806,207 +2.5

(注)　総口座数には、ASP先の口座数は含みません。

　

２ 【事業等のリスク】

当第１四半期会計期間における本四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のう

ち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報告書に記

載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。

　なお、重要事象等は存在していません。
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３ 【経営上の重要な契約等】

　当第１四半期会計期間において、経営上の重要な契約等の決定または締結等はありません。

　

４ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

文中の将来に関する事項は、本四半期報告書提出日現在において当社が判断したものです。

(1) 経営成績の分析

　当第１四半期会計期間の世界経済は、ギリシャ問題に端を発する欧州信用不安を契機とする世界的な株

価低迷や、米国における景気回復鈍化懸念の強まりを受けて、前四半期から続いてきた景気回復の足取り

に不透明感が増すこととなりました。

　

　外国為替市場では、世界的景気動向に対する不透明感の高まりにより投資家がリスク回避の姿勢を強め

る中、ギリシャ問題を契機とした欧州信用不安の高まりを背景にユーロ安が急速に進む展開となりまし

た。ユーロ／円は４月初めに127円近辺にて推移していましたが、その後は大幅にユーロが売られる展開

となり、６月末には一時107円台までユーロ売り円買いが強まりました。米ドル／円は今年度に入った後

に95円近辺まで上昇したものの、５月初旬に対ユーロでの円買いの影響から88円まで急速に円高が進行

しました。その後、米ドルが値を戻す場面もありましたが、５月末には再び88円台までドル売り円買いが

強まるなど、値動きの大きな状況が続きました。

　

　このような環境のもと、当社は「外国為替保証金取引（FX）事業者の総合力が問われる時代に入る」と

認識し、強固なお客様基盤の構築、商品・サービス強化などを進めてまいりました。４月には株式会社マ

スチューンとの提携による日本最大級のFXコミュニティサイト『みんなの外為』の共同立ち上げ、６月

には『みんなの外為』での取引分析の新機能「勝ちパターン分析」をリリースし、株式投資家層へのア

プローチを強化しました。また、お客様の取引環境の改善にも努め、５月に取引システムの注文から約定

までの処理時間を大幅に短縮し、更にはスプレッド縮小など各種キャンペーンの実施によりサービスの

向上を図りました。

　

以上の結果、当第１四半期会計期間末の外国為替保証金取引の口座数は90,352口座（前事業年度末比

7.4％増）と堅調に増加しました。また為替相場の急激な変動により取引高が大幅に増加し、当第１四半

期会計期間の営業収益は1,323百万円（前年同会計期間は961百万円）、営業利益は228百万円（同15百万

円）、経常利益は226百万円（同12百万円）、そして四半期純利益は114百万円（同３百万円）となりまし

た。

　

(2) 財政状態の分析

　当第１四半期会計期間末の総資産は、前事業年度末比3,059百万円増の21,230百万円となりました。これ

は主に現金及び預金の増加1,544百万円、外国為替保証金取引評価勘定の増加1,215百万円、外国為替取引

未収入金の増加458百万円の一方で、外国為替取引差入担保金の減少199百万円、繰延税金資産の減少91百

万円、外国為替取引評価勘定の減少88百万円等により流動資産が2,788百万円増加したこと、並びに、リー

ス資産の取得等により固定資産が271百万円増加したことによるものです。

　負債は、前事業年度末比2,978百万円増の16,305百万円となりました。これは主に外国為替取引預り担保

金の増加1,217百万円、外国為替取引未払金の増加727百万円、外国為替評価勘定の増加431百万円、外国為

替保証金取引預り保証金の増加293百万円等によるものです。

　純資産は、前事業年度末比81百万円増の4,925百万円となりました。これは四半期純利益114百万円によ
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る増加の一方で、配当の支払による減少33百万円により、利益剰余金が81百万円増加したこと等によるも

のです。

　

(3) キャッシュ・フローの状況の分析

　当第１四半期会計期間末の現金及び現金同等物の残高は、前事業年度末に比べ1,544百万円増加し4,380

百万円(前年同会計期間末の残高2,925百万円)となりました。

　各キャッシュ・フローの状況とその増減要因は、次のとおりです。

(営業活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期会計期間の営業活動によるキャッシュ・フローは、税引前四半期純利益213百万円に加

えて、外国為替取引預り担保金の増加による収入1,217百万円、外国為替取引未払金の増加による収入

727百万円、外国為替取引評価勘定(流動負債)の増加による収入431百万円、外国為替保証金取引預り保

証金の増加による収入293百万円、外国為替取引差入担保金の減少による収入199百万円等の一方で、外

国為替保証金取引評価勘定(流動資産)の増加による支出1,215百万円、外国為替取引未収入金の増加に

よる支出458百万円等により1,677百万円の増加（前年同会計期間は203百万円の増加）となりました。

　
(投資活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期会計期間の投資活動によるキャッシュ・フローは、無形固定資産の取得による支出によ

り、67百万円の減少（前年同会計期間は89百万円の減少）となりました。

　
(財務活動によるキャッシュ・フロー)

当第１四半期会計期間の財務活動によるキャッシュ・フローは、リース債務の返済による支出41百万

円、配当金の支払いによる支出24百万円等により、65百万円の減少（前年同会計期間は165百万円の減

少）となりました。

　
(4) 事業上及び財務上の対処すべき課題

　当第１四半期会計期間において、事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更および新たに生じた

課題はありません。

　
(5) 研究開発活動

該当事項はありません。

　
(6) 経営成績に重要な影響を与える要因及び経営戦略の現状と見通し

　当社が取り扱う外国為替保証金取引は、一般的には、外国為替相場の変動率が高ければ高いほど、お客様

の取引量が増加する傾向にあり、当社収益も増加する傾向にあります。逆に変動率が低い場合は、お客様

の取引量が減少する傾向にあり、当社の収益に影響を及ぼす可能性があります。

　８月から施行された保証金規制の当社業績に与える影響については、現状限定的であると判断していま

すが、規制強化に伴いお客様が一時的に取引に慎重になるなどの可能性を踏まえて、お客様対応に万全を

期すとともに、今後も各種キャンペーンの実施や新しい商品・サービスなどの提供により、取引の活性化

を進めていきます。

　

(7) 経営者の問題認識と今後の方針について

　当社経営陣は、現在の事業環境および入手可能な情報に基づき最善の経営方針を立案するよう努めてい

ます。外国為替保証金取引業界は金融庁による規制強化（本年２月の「金銭信託への一本化」、８月から
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の「保証金規制」）が実施され、各社共、更なるスプレッドの縮小、新たな取引ツールの提供や取引所取

引への参入などお客様獲得にしのぎを削る一方で、FX事業者の淘汰も進んでいます。

　このような環境において、当社は「FX事業者の総合力」が今後一層重視される時代になるとの認識のも

と、業界の手本となるリーディングカンパニーを目指し、強固なお客様基盤の構築、商品・サービス強化、

既存ビジネス強化および経営インフラの整備・強化の４点を意識した取り組みを引き続き推進していき

ます。
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第３ 【設備の状況】

(1) 主要な設備の状況

当第１四半期会計期間に以下の設備を取得しました。

事業所名　　　　　　　
(所在地)

事業区分 設備の内容
帳簿価額(千円)

取得年月
リース資産 ソフトウエア

本　社
(東京都渋谷区)

外国為替
取引事業

外国為替取引システム用ソフトウエア － 81,672平成22年４月

外国為替取引システム用ハードウェア 202,480 － 平成22年６月

（注）上記の金額には、消費税等は含まれていません。

　

(2) 設備の新設、除却等の計画

当第１四半期会計期間において、前事業年度末に計画中であった重要な設備の新設等について、重要な

変更はありません。

　なお、上記「(1) 主要な設備の状況」に記載した取得設備については、それぞれ外国為替取引システム

開発（総額233,872千円）および外国為替取引システム機器増強（総額216,864千円）の一部が取得年月

において完了したものです。

　また、本社事務所賃貸借契約の一部契約内容の変更に伴い、平成22年９月に本社設備の一部除却を予定

しています。
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第４ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 25,000,000

計 25,000,000

　

② 【発行済株式】

種類
第１四半期会計期間
末現在発行数(株)
(平成22年６月30日)

提出日現在発行数(株)
(平成22年８月13日)

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名

内容

普通株式 8,300,000 8,300,000
大阪証券取引所

（ＪＡＳＤＡＱ市場）
単元株式数は100株です。

計 8,300,000 8,300,000 ― ―

  （注）平成22年４月１日付で、ジャスダック証券取引所は、大阪証券取引所を存続会社として合併しています。これに

よりジャスダック証券取引所は、大阪証券取引所が開設する市場となっています。

　
(2) 【新株予約権等の状況】

該当事項はありません。

　
(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

該当事項はありません。

　
(4) 【ライツプランの内容】

該当事項はありません。

　
(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数
(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
 

(千円)

資本金残高
 

(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成22年６月30
日

─ 8,300,000 ─ 1,364,875 ─ 1,164,875

　
(6) 【大株主の状況】

大量保有報告書の写しの送付がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握していませ

ん。
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(7) 【議決権の状況】

当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日である平成22年３月31日の株主名簿により記載し

ています。

① 【発行済株式】

　 　 　 　 平成22年３月31日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 ─ ─ ─

議決権制限株式(自己株式等) ─ ─ ─

議決権制限株式(その他) ─ ─ ─

完全議決権株式(自己株式等) ─ ─ ─

完全議決権株式(その他) 普通株式 8,299,600 82,996 ─

単元未満株式 普通株式 400 ─ ─

発行済株式総数 　 8,300,000 ─ ―

総株主の議決権 ― 82,996 ―

　

② 【自己株式等】

該当事項はありません。

　

２ 【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別
平成22年
４月 ５月 ６月

最高(円) 392 361 354

最低(円) 358 295 314

 （注）１　株価は、大阪証券取引所（ＪＡＳＤＡＱ市場）におけるものです。

２　平成22年４月１日付で、ジャスダック証券取引所は、大阪証券取引所を存続会社として合併しています。これ

によりジャスダック証券取引所は、大阪証券取引所が開設する市場となっています。

　

３ 【役員の状況】

前事業年度の有価証券報告書提出日後、本四半期報告書提出日までの役員の異動はありません。
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第５ 【経理の状況】

１  四半期財務諸表の作成方法について

当社の四半期財務諸表は、「四半期財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(平成19年内閣

府令第63号。以下「四半期財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しています。

なお、前第１四半期会計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び前第１四半期累計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)は、改正前の四半期財務諸表等規則に基づき、当第１四半期

会計期間(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平成22年４月１日か

ら平成22年６月30日まで)は、改正後の四半期財務諸表等規則に基づいて作成しています。

　

２  監査証明について

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、前第１四半期会計期間(平成21年４月１日か

ら平成21年６月30日まで)及び前第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)に係

る四半期財務諸表についてはあずさ監査法人による四半期レビューを受け、また、当第１四半期会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び当第１四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22

年６月30日まで)に係る四半期財務諸表については有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受け

ています。

　なお、あずさ監査法人は、監査法人の種類の変更により、平成22年７月１日をもって、有限責任 あずさ監査

法人となりました。

　

３　四半期連結財務諸表について

当社は、子会社を有していないため、四半期連結財務諸表は作成していません。
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１【四半期財務諸表】
(1)【四半期貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 4,380,799 2,835,873

顧客区分管理信託 ※1
 11,586,725

※1
 11,668,253

売掛金 4,900 1,235

前払費用 93,518 54,987

繰延税金資産 － 91,661

外国為替保証金取引未収入金 ※1
 910

※1
 770

外国為替取引未収入金 573,495 114,649

外国為替保証金取引評価勘定 ※1
 2,125,737

※1
 910,732

外国為替取引評価勘定 － 88,578

外国為替取引差入担保金 403,252 603,110

その他のデリバティブ資産 201 299

未収入金 539,786 557,930

その他 28,096 20,855

流動資産合計 19,737,423 16,948,939

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 55,133 46,472

工具、器具及び備品（純額） 4,266 4,583

リース資産（純額） 596,537 342,870

有形固定資産合計 ※2
 655,936

※2
 393,926

無形固定資産

意匠権 1,403 1,481

ソフトウエア 648,709 605,087

ソフトウエア仮勘定 － 35,070

その他 741 369

無形固定資産合計 650,854 642,008

投資その他の資産

長期前払費用 2,796 2,210

繰延税金資産 26,578 26,633

敷金及び保証金 157,330 157,330

投資その他の資産合計 186,704 186,173

固定資産合計 1,493,495 1,222,108

資産合計 21,230,919 18,171,047
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(単位：千円)

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末に係る
要約貸借対照表

(平成22年３月31日)

負債の部

流動負債

外国為替保証金取引未払金 ※1
 237,421

※1
 227,442

外国為替取引未払金 768,144 41,016

未払金 240,325 236,820

未払費用 11,012 2,457

リース債務 212,994 144,771

未払法人税等 3,963 －

外国為替保証金取引預り保証金 ※1
 11,806,207

※1
 11,512,872

外国為替取引預り担保金 2,090,151 872,292

その他のデリバティブ負債 201 299

預り金 12,219 5,124

賞与引当金 21,340 19,834

役員賞与引当金 8,950 －

外国為替取引評価勘定 431,816 －

繰延税金負債 5,980 －

資産除去債務 8,239 －

設備関係未払金 6,037 38,136

流動負債合計 15,865,004 13,101,068

固定負債

リース債務 424,774 226,135

資産除去債務 15,589 －

固定負債合計 440,364 226,135

負債合計 16,305,368 13,327,204

純資産の部

株主資本

資本金 1,364,875 1,364,875

資本剰余金

資本準備金 1,164,875 1,164,875

資本剰余金合計 1,164,875 1,164,875

利益剰余金

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 2,395,832 2,314,093

利益剰余金合計 2,395,832 2,314,093

自己株式 △30 －

株主資本合計 4,925,551 4,843,843

純資産合計 4,925,551 4,843,843

負債純資産合計 21,230,919 18,171,047
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(2)【四半期損益計算書】
【第１四半期累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業収益

外国為替取引損益 949,733 1,269,014

手数料収入 7 38,864

その他のデリバティブ取引損益 － 596

その他 11,424 15,413

営業収益合計 961,165 1,323,889

営業費用

販売費及び一般管理費

役員報酬 19,360 23,540

役員賞与 6,015 －

給料手当及び福利費 111,439 113,254

賞与引当金繰入額 8,963 21,340

役員賞与引当金繰入額 － 8,950

退職給付費用 7,095 7,492

広告宣伝費 217,978 114,832

調査費 16,321 17,879

システム経費 308,728 281,601

支払手数料 42,805 277,274

業務委託費 41,026 32,958

租税公課 35,005 48,603

減価償却費 64,837 90,143

賃借料 43,329 37,139

その他 23,258 20,092

販売費及び一般管理費合計 946,162 1,095,101

営業利益 15,002 228,787

営業外収益

受取利息 0 0

その他 1 14

営業外収益合計 1 14

営業外費用

支払利息 2,182 2,357

営業外費用合計 2,182 2,357

経常利益 12,821 226,444

特別損失

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,237

特別損失合計 － 13,237

税引前四半期純利益 12,821 213,207

法人税、住民税及び事業税 930 572

法人税等調整額 8,293 97,696

法人税等合計 9,223 98,268

四半期純利益 3,597 114,939
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(3)【四半期キャッシュ・フロー計算書】
(単位：千円)

前第１四半期累計期間
(自 平成21年４月１日
　至 平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自 平成22年４月１日
　至 平成22年６月30日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前四半期純利益 12,821 213,207

減価償却費 64,837 90,143

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 － 13,237

賞与引当金の増減額（△は減少） △85,945 1,505

役員賞与引当金の増減額（△は減少） △14,175 8,950

受取利息 △0 △0

支払利息 2,182 2,357

保証金分別信託の増減額(△は増加) △242,387 －

顧客区分管理信託の増減額(△は増加) － 81,527

売掛金の増減額(△は増加) 2,777 △3,664

前払費用の増減額（△は増加） 24,132 △38,530

外国為替保証金取引未収入金の増減額(△は増加) 8 △139

外国為替取引未収入金の増減額(△は増加) △175,458 △458,846

外国為替保証金取引評価勘定(流動資産)の増減額
(△は増加)

193,650 △1,215,004

外国為替取引評価勘定(流動資産)の増減額(△は
増加)

35,996 88,578

外国為替取引差入担保金の増減額（△は増加） △129 199,858

その他のデリバティブ資産の増減額（△は増
加）

－ 97

長期前払費用の増減額（△は増加） 309 △586

外国為替保証金取引未払金の増減額(△は減少) 6,954 9,978

外国為替取引未払金の増減額(△は減少) 93,734 727,127

未払金の増減額（△は減少） △519 △4,730

未払費用の増減額（△は減少） 1,192 8,555

外国為替保証金取引預り保証金の増減額(△は減
少)

342,780 293,335

外国為替取引預り担保金の増減額(△は減少) 576,511 1,217,858

その他のデリバティブ負債の増減額（△は減
少）

－ △97

預り金の増減額（△は減少） 30,973 7,094

外国為替取引評価勘定(流動負債)の増減額(△は
減少)

－ 431,816

その他 49,196 10,903

小計 919,444 1,684,531

利息及び配当金の受取額 0 0

利息の支払額 △2,180 △2,357

法人税等の支払額 △713,873 △4,471

営業活動によるキャッシュ・フロー 203,390 1,677,703

投資活動によるキャッシュ・フロー

無形固定資産の取得による支出 △89,890 △67,261

投資活動によるキャッシュ・フロー △89,890 △67,261

財務活動によるキャッシュ・フロー

リース債務の返済による支出 △31,901 △41,470

自己株式の取得による支出 － △30

配当金の支払額 △133,202 △24,013

財務活動によるキャッシュ・フロー △165,103 △65,515

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △51,603 1,544,926

現金及び現金同等物の期首残高 2,976,805 2,835,873

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※1
 2,925,201

※1
 4,380,799
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【継続企業の前提に関する事項】

当第１四半期会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　
　
【四半期財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

当第１四半期会計期間
(自  平成22年４月１日  至  平成22年６月30日)

会計処理基準に関する事項の変更

 「資産除去債務に関する会計基準」等の適用

当第１四半期会計期間より、「資産除去債務に関する会計基準」(企業会計基準第18号  平成20年３月31

日)および「資産除去債務に関する会計基準の適用指針」(企業会計基準適用指針第21号  平成20年３月31

日)を適用しています。

これにより、営業利益および経常利益が903千円、税引前四半期純利益が14,140千円、それぞれ減少してい

ます。

　

【表示方法の変更】

当第１四半期会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　
【簡便な会計処理】

当第１四半期会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　
　
【四半期財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

当第１四半期会計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。
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【注記事項】

(四半期貸借対照表関係)

　
当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

※１　顧客区分管理信託

　お客様からの「外国為替保証金取引預り保証金」

は、金融商品取引法第43条の３に基づき、当社の自

己資産と区分して管理するため、信託銀行との契約

により「顧客区分管理信託」として信託保全して

います。

　なお、信託の保全額は、お客様からの「預り保証

金」に日々発生するスワップポイント（金利相当

額）の受払い額、お客様のポジション持ち値を日々

時価評価した差額および取引手数料の未収額を加

減した純資産額をもって、取引日の２営業日後に信

託に繰入れることとしています。

　したがって、期末日現在の「顧客区分管理信託残

高」は２営業日前の「差引純資産額」に対応する

ものです。また、期末日現在の「差引純資産額」を

信託に繰入れるのは２営業日後となります。そのた

め、信託への繰入れまでに当社に不測の事態が発生

しても、お客様からの預り保証金ができる限り保全

されるよう、過去の経験値から当社の余裕資金の一

部を加算して「顧客区分管理信託」を行なってい

ます。

 

※１　顧客区分管理信託

　お客様からの「外国為替保証金取引預り保証金」

は、金融商品取引法第43条の３に基づき、当社の自

己資産と区分して管理するため、信託銀行との契約

により「顧客区分管理信託」として信託保全して

います。

　なお、信託の保全額は、お客様からの「預り保証

金」に日々発生するスワップポイント（金利相当

額）の受払い額、お客様のポジション持ち値を日々

時価評価した差額および取引手数料の未収額を加

減した純資産額をもって、取引日の３営業日後に信

託に繰入れることとしています。

　したがって、期末日現在の「顧客区分管理信託残

高」は３営業日前の「差引純資産額」に対応する

ものです。また、期末日現在の「差引純資産額」を

信託に繰入れるのは３営業日後となります。そのた

め、信託への繰入れまでに当社に不測の事態が発生

しても、お客様からの預り保証金ができる限り保全

されるよう、過去の経験値から当社の余裕資金の一

部を加算して「顧客区分管理信託」を行なってい

ます。

 

外国為替保証金取引預り保証金 11,806,207千円

外国為替保証金取引未払金

(スワップポイント)
237,421千円

外国為替保証金取引評価勘定

(流動資産)
△2,125,737千円

外国為替保証金取引未収入金

(取引手数料)
△910千円

差引純資産額(期末日現在) 9,916,981千円

顧客区分管理信託残高(同上) 11,586,725千円

<参考>

差引純資産額(平成22年６月28日現在)

10,347,575千円

顧客区分管理信託残高(平成22年７月２日現在)

11,186,725千円

外国為替保証金取引預り保証金 11,512,872千円

外国為替保証金取引未払金

(スワップポイント)
227,442千円

外国為替保証金取引評価勘定

(流動資産)
△910,732千円

外国為替保証金取引未収入金

(取引手数料)
△770千円

差引純資産額(期末日現在) 10,828,811千円

顧客区分管理信託残高(同上) 11,668,253千円

<参考>

差引純資産額(平成22年３月26日現在)

10,659,743千円

顧客区分管理信託残高(平成22年４月５日現在)

11,986,725千円

　 　
 

──────────

 
 

　(追加情報)

前事業年度末において、流動資産の「保証金分別信

託」として表示していたお客様からの預り保証金の

金銭信託額は、平成21年８月に施行された「金融商品

取引業等に関する内閣府令の一部を改正する内閣府

令」に合わせて、当事業年度より「顧客区分管理信

託」と表示しています。

　なお、これによる損益に与える影響はありません。

 
※２　有形固定資産の減価償却累計額 230,227千円

　
※２　有形固定資産の減価償却累計額 188,369千円
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(四半期損益計算書関係)

第１四半期累計期間

前第１四半期累計期間(自　平成21年４月１日　至　平成21年６月30日)

該当事項はありません。

　
当第１四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

該当事項はありません。

　
(四半期キャッシュ・フロー計算書関係)

　

前第１四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

※１　現金及び現金同等物の当第１四半期累計期間末残

高と当第１四半期貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成21年６月30日現在）

現金及び預金 2,925,201千円

現金及び現金同等物 2,925,201千円

※１　現金及び現金同等物の当第１四半期累計期間末残

高と当第１四半期貸借対照表に掲記されている科目

の金額との関係（平成22年６月30日現在）

現金及び預金 4,380,799千円

現金及び現金同等物 4,380,799千円

　
(株主資本等関係)

当第１四半期会計期間末(平成22年６月30日)および当第１四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至

　平成22年６月30日)

１．発行済株式の種類及び総数

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式（株） 8,300,000

　
２．自己株式の種類及び総数

株式の種類 当第１四半期会計期間末

普通株式（株） 90

　
３．新株予約権等に関する事項

該当事項はありません。

　
４．配当に関する事項

　(1)　配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額
(千円)

１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年６月23日
定時株主総会

普通株式 33,200 4
平成22年
３月31日

平成22年
６月24日

利益剰余金

　
　(2)　基準日が当第１四半期会計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第１四半期会計期

間の末日後となるもの

　　　該当事項はありません。

　
５．株主資本の著しい変動に関する事項

株主資本の金額は、前事業年度末日と比較して著しい変動がありません。
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(金融商品関係)

当第１四半期会計期間末(平成22年６月30日) 

事業の運営において、重要なもの、かつ、前事業年度の末日に比べて著しい変動が認められるものは次

のとおりです。

科目
四半期貸借対照表

計上額
(千円)

時価
(千円)

差額
(千円)

時価の
算定方法

現金及び預金 4,380,799 4,380,799 ─ （注１）

外国為替取引未収入金 573,495 573,495 ─ （注２）

外国為替取引未払金 768,144 768,144 ─ （注３）

外国為替取引預り担保金 2,090,151 2,090,151 ─ （注３）

リース債務 637,769 637,514 △254（注４）

デリバティブ取引 　 　 　 （注５）

ヘッジ会計が適用されていない
もの

　 　 　 　

外国為替取引 1,693,921 1,693,921 ─ 　

外国為替オプション取引 ─ ─ ─ 　

（※）　デリバティブ取引は、債権・債務を相殺して表示しています。
　

（注）１　現金及び預金の時価の算定方法

預金はすべて短期であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該帳簿価額によってい

ます。

２　外国為替取引未収入金の時価の算定方法

外国為替取引未収入金は全て短期債権であるため、時価は帳簿価額と近似していることから、当該

帳簿価額によっています。

３　外国為替取引未払金および外国為替取引預り担保金の時価の算定方法

外国為替取引未払金および外国為替取引預り担保金は全て短期債務であるため、時価は帳簿価額と

近似していることから、当該帳簿価額によっています。

４　リース債務の時価の算定方法

リース債務の時価については、元利金の合計額を、新規に同様のリース取引を行った場合に想定さ

れる利率で割り引いた現在価値により算定しています。

５　デリバティブ取引に関する事項

「デリバティブ取引関係」注記を参照ください。

　

(有価証券関係)

該当事項はありません。
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(デリバティブ取引関係)

当第１四半期会計期間末(平成22年６月30日) 

デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益

通貨関連

区分 デリバティブ取引の種類
契約額等
(千円)

契約額等のう
ち１年超

時価
(千円)

評価損益
(千円)

　 （1）外国為替取引 　 　 　 　

　
外国為替保証金取引および外国
為替保証金取引会社との取引

　 　 　 　

　 売建 66,570,094 ─ 2,172,5082,172,508

　 買建 8,022,576 ─ △46,771△46,771

　 カウンターパーティとの取引 　 　 　 　

　 売建 768,119 ─ 473 473

市場取引
以外の取引

買建 56,363,960 ─ △432,289△432,289

　 外国為替取引計 ― ─ 1,693,9211,693,921

　
（2）外国為替オプション取引

　 　 　 　

　
営業取引 　 　 　 　

　
売建 968 ─ 201 171

　
カウンターパーティとの取引 　 　 　 　

　
買建 968 ─ 201 △134

　
外国為替オプション取引計 ― ─ ― 37

（注）時価の算定方法

１　外国為替取引

外貨契約額を当第１四半期会計期間末の直物為替相場で評価した金額から、円貨契約額を差し引い

た金額により算定しています。

２　外国為替オプション取引

当第１四半期会計期間末に取引金融機関から提示された価格に基づき算定しています。

　

(持分法損益等)

１．関連会社に関する事項

　当社は、関連会社を有していません。

　

２．開示対象特別目的会社に関する事項

　当社は、開示対象特別目的会社を有していません。

　

(ストック・オプション等関係)

該当事項はありません。

　

(企業結合等関係)

該当事項はありません。
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(資産除去債務関係)

該当事項はありません。

　

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

　

（追加情報）

当第１四半期会計期間より「セグメント情報等の開示に関する会計基準」（企業会計基準第17号　

平成21年３月27日）および「セグメント情報等の開示に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準

適用指針第20号　平成20年３月21日）を適用しています。

　

当第１四半期累計期間(自　平成22年４月１日　至　平成22年６月30日)

当社は単一セグメントであるため、セグメント情報については記載していません。

　

(賃貸等不動産関係)

該当事項はありません。
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(１株当たり情報)

１．１株当たり純資産額
　

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

　 　

　 593.45円
　

　 　

　 583.60円
　

(注)  １株当たり純資産額の算定上の基礎
　

項目
当第１四半期会計期間末
(平成22年6月30日)

前事業年度末
(平成22年３月31日)

純資産の部の合計額(千円) 4,925,551 4,843,843

普通株式に係る純資産額(千円) 4,925,551 4,843,843

普通株式の発行済株式数(株) 8,300,000 8,300,000

普通株式の自己株式数(株) 90 ─

１株当たり純資産額の算定に
用いられた普通株式の数(株)

8,299,910 8,300,000

　

２．１株当たり四半期純利益金額等

第１四半期累計期間
　

前第１四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

１株当たり四半期純利益金額 0.43円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－円
　

１株当たり四半期純利益金額 13.85円

潜在株式調整後１株当たり
四半期純利益金額

－円
　

(注) １　潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載していませ

ん。

２　１株当たり四半期純利益金額の算定上の基礎
　

項目
前第１四半期累計期間
(自  平成21年４月１日
至  平成21年６月30日)

当第１四半期累計期間
(自  平成22年４月１日
至  平成22年６月30日)

四半期損益計算書上の四半期純利益
(千円)

3,597 114,939

普通株式に係る四半期純利益
(千円)

3,597 114,939

普通株主に帰属しない金額(千円) ─ ─

普通株式の期中平均株式数(株) 8,300,000 8,299,958

普通株式増加数(株) ─ ─

　
　

(重要な後発事象)

該当事項はありません。
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(リース取引関係)

当第１四半期会計期間末
(平成22年６月30日)

　所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前

のものについては、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理を行っており、かつ、当四

半期会計期間末におけるリース取引残高は、契約内容の一部変更に伴い、前事業年度末に比べ

て著しい変動（減少）が認められます。

 

　上記の契約内容の一部変更に伴い減少したリース取引に係る前事業年度末における未経過

リース料残高相当額は以下のとおりです。

 

　　１年以内　　   78,767千円

　　１年超　　      6,651千円　

    合計　　　     85,419千円
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２ 【その他】

当社は、平成22年８月13日開催の取締役会において、会社法第165条第３項の規定により読み替えて適用

される同法第156条の規定に基づき、自己株式を取得することおよびその具体的な取得方法について決議し

ました。

　

(1) 自己株式の取得理由

株主還元の充実および資本効率の向上を図るとともに、経営環境の変化に対応した機動的な資本政策

を可能とするため

　

(2) 自己株式取得に関する取締役会の決議内容

　① 取得する株式の種類

　当社普通株式

　② 取得する株式の総数

　200,000株（上限）

　（発行済株式総数（自己株式を除く）に占める割合　2.41％）

　③ 取得価額の総額

　80,000千円（上限）

　④ 取得する期間

　平成22年８月16日～平成22年11月15日
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第二部 【提出会社の保証会社等の情報】

該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成21年８月10日

ＦＸプライム株式会社

取締役会  御中

あずさ監査法人

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　野　島　浩一郎　　印

　

指定社員
業務執行社員

　 公認会計士　　山　元　太　志　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＦＸ

プライム株式会社の平成21年４月１日から平成22年３月31日までの第７期事業年度の第１四半期会計期間

(平成21年４月１日から平成21年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成21年４月１日から平成21年６

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＦＸプライム株式会社の平成21年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しています。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書

　
平成22年８月10日

ＦＸプライム株式会社

取締役会  御中

有限責任 あずさ監査法人

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    野　島　浩一郎　　印

　

指定有限責任社員
業務執行社員

　 公認会計士    山　元　太　志　　印

　
当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられているＦＸ

プライム株式会社の平成22年４月１日から平成23年３月31日までの第８期事業年度の第１四半期会計期間

(平成22年４月１日から平成22年６月30日まで)及び第１四半期累計期間(平成22年４月１日から平成22年６

月30日まで)に係る四半期財務諸表、すなわち、四半期貸借対照表、四半期損益計算書及び四半期キャッシュ・

フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人

の責任は独立の立場から四半期財務諸表に対する結論を表明することにある。

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レ

ビューを行った。四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対し

て実施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正

妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行わ

れた。

当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期財務諸表が、我が国において一般に公正妥当

と認められる四半期財務諸表の作成基準に準拠して、ＦＸプライム株式会社の平成22年６月30日現在の財政

状態並びに同日をもって終了する第１四半期累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表

示していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

　
以  上

　
 

(注) １　上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期報告

書提出会社)が別途保管しています。

２　四半期財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
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